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Japan Tax Newsletter 

デロイト トーマツ税理士法人 

2022 年 8 月１日 

賃上げ促進税制に関する留意点 
～令和 4 年度税制改正最新情報～ 

1. はじめに

令和 4 年度税制改正においては、「成長と分配の好循環」の実現に向けて、多様なステークホルダーに配慮した経営と積極

的な賃上げや人材投資を促す観点から賃上げに係る税制措置が抜本的に強化され、適用要件が見直されるとともに控除

率が大幅に引き上げられた。 

なお、制度の詳細については、経済産業省より「中小企業向け賃上げ促進税制ご利用ガイドブック」（令和 4 年 5 月 6

日）及び「大企業向け「賃上げ促進税制」ご利用ガイドブック」（令和 4 年 7 月 6 日）が更新されており、本ニュースレター

は、これらのガイドブックを参照して解説している。 

2. 賃上げ促進税制の概要

賃上げ促進税制による特別控除制度 (給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除制度) は、2 つの措置によ

り構成されており、それぞれの措置に係る適用関係、対象法人、税額控除限度額は、以下のとおりである。 

Executive Summary 

【大企業向け賃上げ促進税制】 

◼ 令和 4 年度税制改正により、継続雇用者に対して支給する給与等の増加割合（前期比 3%又は 4%以上）に

より適用可否を判定し、国内雇用者全体の給与等支給額の増加額に 15%（最大 30%）を乗じて税額控除額

を計算する制度に見直された

◼ 資本金 10 億円以上かつ従業員数 1,000 人以上の企業については、経済産業省の告示に従い、マルチステークホ

ルダー方針を公表し、経済産業大臣から発出される通知書の写しを申告書に添付する要件が新たに追加された

【中小企業向け賃上げ促進税制】 

◼ 国内雇用者全体に支給する給与等の増加割合（前期比 1.5%又は 2.5%以上）により適用可否を判定し、給

与等支給増加額に 15%（最大 40%）を乗じて税額控除額を計算する制度に見直された
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項目 
内容 

大企業向け 中小企業向け 

適用関係 令和 4 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年度 

対象法人 

全ての青色申告法人 

（設立事業年度は対象外） 

青色申告書を提出する中小企業者等
＊1 

（設立事業年度は対象外） 

資本金の額等が 10 億円以上であり、かつ、 

常時使用する従業員の数が 1,000 人以上 

である場合には、給与等の引上げ方針等を 

インターネット経由で公表したことを経済産業 

大臣に届け出ていること 

税額控除限度額 当期の法人税額の 20% 

*1 ここでいう中小企業者等とは、中小企業者（適用除外事業者を除く）又は農業協同組合等をいう。中小企業者及び

適用除外事業者については下記参照。 

中小企業者 

・資本金の額又は出資金の額が 1 億円以下の法人（以下に掲げる法人を除く） 

a. 発行済株式総数又は出資総額の 1/2 以上が、同一の大規模法人
*2

の所有に属している

法人 

b. 発行済株式総数又は出資総額の 2/3 以上が大規模法人
*2

の所有に属している法人 

・資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人以下の法人 

 
*2 

大規模法人 

 

資本金の額又は出資金の額が 1 億円を超える法人、資本若しくは出資を有しない法人のうち常時

使用する従業員の数が 1,000 人を超える法人又は大法人（資本金の額又は出資金の額が 5 億

円以上である法人等）との間にその大法人による完全支配関係がある普通法人をいい、中小企業

投資育成株式会社を除く。 

適用除外事業者 
事業年度開始の日前 3 年以内に終了した各事業年度（基準年度）の所得の金額の年平均額

が 15 億円を超える法人 

なお、大企業向けの措置は中小企業者等であっても適用できるが、税額控除割合が中小企業向けの措置の方が大きいた

め、中小企業向けの適用要件を満たす場合には、通常、大企業向けの措置を適用するメリットはないと考えられる。 

3. 大企業向け賃上げ促進税制（旧人材確保等促進税制） 

(1) 概要 

賃上げ促進税制の適用要件について、継続雇用者に対する給与等支給額の増加に着目した措置に改正された。また、賃

上げや教育訓練に積極的な企業については、税額控除率が上乗せされる。 

具体的には、令和 4 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年度において、青色申告書提出法

人が国内雇用者に対して給与等を支給する場合に、継続雇用者給与等支給額の前期継続雇用者給与等支給額に対す

る増加割合が 3％以上であるときは、控除対象雇用者給与等支給増加額の 15％の税額控除ができる措置に改正され

た。また、継続雇用者給与等支給額の前期継続雇用者給与等支給額に対する増加割合が４%以上であるときは、税額

控除率に 10%を上乗せし（25%の税額控除率）、教育訓練費の額の前期教育訓練費の額に対する増加割合が 20%以

上であるときは、税額控除率に 5%が上乗せされる (20%又は 30%の税額控除率）（措法 42 の 12 の 5①）。 

なお、一定規模以上の大企業についてはマルチステークホルダー方針を公表し、経済産業大臣から発出される公表に関する

通知書の写しを申告書に添付する必要がある（詳細は（2）参照）。 

項目 改正前 改正後  

適 

用 

要 

件 

①賃上げ要件 

A 
雇用者給与等支給額＞前期の雇用者給与等支給額 

 

B 
新規雇用者給与等支給額≧前期の新規

雇用者給与等支給額×102% 

継続雇用者給与等支給額
*1

 ≧ 前期の継続

雇用者給与等支給額×103% 
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②賃上げ要件 

（上乗せ要件） 
無し 

継続雇用者給与等支給額≧前期の継続雇

用者給与等支給額×104% 

③教育訓練要件 

（上乗せ要件） 

 

教育訓練費
*2

 ≧ 前期の教育訓練費×120% 

マルチステークホルダー 

方針の公表 
無し 

事業年度終了の日における、資本金の額等が

10 億円以上であり、かつ、常時使用する従業

員の数が 1,000 人以上である法人は、経済産

業省の告示に従って、①マルチステークホルダー

方針をホームページに公表し、②公表した旨を

経済産業大臣へ届出て、③経済産業大臣か

ら発出される届出の受理通知書の写しを申告

書に添付する必要がある。
*3

 

税 

額 

控 

除 

適用要件①（賃上げ

要件）を満たす場合 
控除対象新規雇用者給与等支給額×15% 控除対象雇用者給与等支給増加額

*4
×15% 

適用要件②（上乗せ

要件）を満たす場合 
無し 控除対象雇用者給与等支給増加額

*4
×25% 

適用要件①（賃上げ

要件）と③（教育訓

練要件）を満たす場

合 

控除対象新規雇用者給与等支給額×20% 控除対象雇用者給与等支給増加額
*4

×20% 

適用要件②（上乗せ

要件）と③（教育訓

練要件）を満たす場

合 

無し 控除対象雇用者給与等支給増加額
*4

×30% 

限度額 当期の法人税額の 20% 

対象法人 青色申告法人（設立事業年度は対象外） 

*1 継続雇用者給与等支給額とは、国内の継続雇用者（適用事業年度及び前事業年度の全月分の給与等の支給がある雇用保険の

一般被保険者で、高年齢者雇用安定法に定める継続雇用制度の対象となっていないものをいう）に対する給与等の支給額をいう。ただ

し、出向負担金等の給与等に充てるため他の者から支払を受ける金額（雇用安定助成金額を除く）がある場合には、当該金額を控除

する。 

例えば、新規雇用者、退職者、無給の休職者、雇用保険の一般被保険者ではないパートやアルバイトは、継続雇用者に該当しない。 

*2 教育訓練費は、具体的に政令で定められており、例えば、外部講師報酬、外部施設使用料、委託研修費、外部研修参加費等を指す。 

教育訓練費に係る税額控除率の上乗せ措置の適用を受ける場合には、教育訓練費の明細を記載した書類の保存（改正前：確定申

告書等への添付）をしなければならない。 

*3 マルチステークホルダー方針の公表とは、経済産業省の告示に従い、従業員や取引先等、事業上の関係者との関係構築の方針として、

給与等の支給額の引上げや取引先との適切な関係構築等の方針を自社のホームページに公表する手続をいう。また、経済産業大臣へ

公表した旨を届け出る手続は、経済産業省の申請ウェブサイトから行う必要がある。 

*4 控除対象雇用者給与等支給増加額とは、適用年度の雇用者給与等支給額から前事業年度の雇用者給与等支給額を控除した金

額をいう（出向負担金等を除いて計算）。ただし、適用年度の雇用安定助成金額を控除した後の雇用者給与等支給額から、前事業

年度の雇用安定助成金額を控除した後の雇用者給与等支給額を控除した金額を上限とする。また、地方活力向上地域等において雇

用者の数が増加した場合の税額控除制度の適用がある場合には、所要の調整を行う。 
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雇用安定助成金額を除いて計算する上限額が適用される計算例は、以下のとおりとなる。 

（出典：中小企業庁 「中小企業向け賃上げ促進税制ご利用ガイドブック」をもとに作成） 

(2) マルチステークホルダー方針公表に関する要件の詳細 

事業年度終了の日における資本金の額等が 10 億円以上であり、かつ、常時使用する従業員の数が 1,000 人以上である

法人は、マルチステークホルダー方針を自社のホームページに公表することが要件とされた。具体的な手続の流れや期日等は、

以下のとおりである。 

 

手続の流れ 期日 説明 

１ マルチステークホルダー方針を

自社ホームページに公表 

適用事業年度終了の日の翌

日から 45 日を経過する日ま

で （公表の期間は、適用

年度終了の日の翌日から 45

日を経過する日又は当該公

表を行った日から起算して 1

年を経過する日のうち、いずれ

か遅い日まで） 

経済産業省ウェブサイト掲載の、「様式第一」

を用いて、マルチステークホルダー方針を作成

し、自社ホームページに公表 

賃金引上げ、教育訓練等の実施、取引先と

の適切な関係の構築等の方針を記載するも

の 

２ 
マルチステークホルダー方針を

公表した旨を経済産業大臣

（経済産業省）に届出 

適用事業年度終了の日の翌

日から 45 日を経過する日ま

で 

経済産業省ウェブサイト掲載の、「様式第二」

を用いて、マルチステークホルダー方針を公表し

た旨を経済産業大臣（経済産業省）に届

出 

（手続の詳細はに経済産業省ウェブサイトに

掲載されている） 

３ 
経済産業大臣（経済産業

省）が発出する受理通知書

の受取り 

― 

届出に不備が無い場合、届出は受理され、

経済産業大臣（経済産業省）が受理通知

書（様式第三）を発出 

受理から発出までの手続に約 15 日かかる 

４ 

マルチステークホルダー方針の

内容又は届出書の内容に変

更があった場合、速やかに、

その旨を経済産業大臣（経

済産業省）に届出 

― 

経済産業省ウェブサイト掲載の、「様式第四」

を用いる 

届出の受理後、経済産業大臣（経済産業

省）が受理通知書（様式第三）を発出 

５ 税務申告書類に受理通知

書の写しを添付 
― 

税務申告書類に上記の受理通知書（様式

第三）の写しを添付 

添付が無い場合、税制の適用ができない 

（出典：経済産業省ウェブサイト「大企業向け「賃上げ促進税制」御利用ガイドブック」をもとに作成） 

それぞれの様式及び記載要領は経済産業省のウェブサイト（本ニュースレターの P6 参考資料）に掲載されている。 
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(3) グループ通算制度における取扱い 

グループ通算制度を適用している場合、個別の法人ごとに適用可否の判定や税額控除額の計算を行う。 

 

4. 中小企業向け賃上げ促進税制（旧所得拡大促進税制） 

(1) 概要 

中小企業における賃上げ促進税制について、令和 4 年 4 月 1 日から令和 6 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年

度において、税額控除率の上乗せ措置が次のように見直された上、適用期限が 1 年延長された（措法 42 の 12 の 5

②）。 

◼ 雇用者給与等支給額の前期雇用者給与等支給額に対する増加割合が 2.5％以上である場合には、税額控除率に

15%を加算する（30%の税額控除率） 

◼ 教育訓練費の額の前期教育訓練費の額の額に対する増加割合が 10％以上である場合、税額控除率に 10%を加

算する（25%又は 40%の税額控除率） 

項目 改正前 改正後 

適 

用 

要 

件 

① 賃上げ要件 雇用者給与等支給額≧前期の雇用者給与等支給額×101.5% 

② 賃上げ要件 

（上乗せ要件） 
無し 

雇用者給与等支給額≧前期の雇用者給

与等支給額×102.5% 

③教育訓練要件

（上乗せ要件） 

A 
雇用者給与等支給額 ≧ 前期の雇用者給

与等支給額×102.5% 

 

教育訓練費 
*１

≧ 前期の教育訓練費

×110% 

 

 

B 

以下のいずれかの要件を満たす 

A) 教育訓練費 ≧ 前期の教育訓練

費の年平均額×110% 

B) 期末日までに中小企業等経営強化法

の経営力向上計画の認定を受けたも

ので、その経営力向上計画に従って経

営力向上が確実に行われたものとして

証明されたものであること 

税 

額 

控 

除 

適用要件①（賃上げ要

件）を満たす場合 
控除対象雇用者給与等支給増加額

*2
×15% 

適用要件②（上乗せ賃

上げ要件）を満たす場合 
無し 

控除対象雇用者給与等支給増加額
*2

×

30% 

適用要件①（賃上げ要

件）と③（教育訓練要

件）を満たす場合 

控除対象雇用者給与等支給増加額×25% 

適用要件②（上乗せ賃

上げ要件）と③（教育訓

練要件）を満たす場合 

無し 
控除対象雇用者給与等支給増加額*2×

40% 

限度額 当期の法人税額の 20% 

対象法人 青色申告法人（設立事業年度は対象外）
*3
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*1 大企業向け賃上げ促進税制 (1)概要*2 を参照  

*2 大企業向け賃上げ促進税制 (1)概要*4 を参照 

*3 対象となる中小企業者等については、2. 賃上げ促進税制の概要を参照 

なお、中小企業者等に該当する場合、中小企業向け賃上げ促進税制に限らず大企業向け賃上げ促進税制も対象にな

るため、雇用者全体の給与等支給額に基づく要件を満たさない場合であっても、継続雇用者の給与等支給額に基づく判

定が可能になる。 

(2) グループ通算制度における取扱い 

グループ通算制度を適用している場合、個別の法人ごとに適用可否の判定や税額控除額の計算を行う。 

5. おわりに 

賃上げ促進税制は、税制改正が頻繁な制度であることから、毎年の改正内容をタイムリーにキャッチアップし、適用判定に向

けて適切に準備を進める必要がある。例えば、令和 4 年度税制改正により新たに設けられたマルチステークホルダー要件につ

いては、一定の期限内に詳細に定められた手続を完了することが求められている。そのため、手続を正確に理解し、不備なく

マルチステークホルダー方針を公表し期限内に経済産業大臣へ届け出る必要がある。また、賃上げ促進税制の適用要件の

判定や控除額の計算に必要な給与情報は、関連部署との連携により収集することを踏まえ、法令で定める用語の定義を正

確に理解し必要な情報を効率よく収集することが肝要である。 

 

（東京事務所 中村 浩子） 

 

 

【参考資料】 

◼ 令和４年度税制改正「賃上げ促進税制」についてのガイドブック・よくある御質問・パンフレット、他（経済産業省ウェブ

サイト） 

◼ 中小企業向け「賃上げ促進税制」※旧、中小企業向け「所得拡大促進税制」 （中小企業庁ウェブサイト） 

  

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/syotokukakudaisokushin/syotokukakudai.html
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/syotokukakudai.html
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/syotokukakudai.html
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 

 

問い合わせ 

デロイト トーマツ税理士法人 

東京事務所 

所在地 〒100-8362 東京都千代田区丸の内 3-2-3 

丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

 

大阪事務所 

所在地 〒541-0042 大阪府大阪市中央区今橋 4-1-1 

淀屋橋三井ビルディング 5 階 

Tel 06-4560-8000（代） 

 

名古屋事務所 

所在地 〒450-8503 愛知県名古屋市中村区名駅 1-1-1 

JP タワー名古屋 37 階 

Tel 052-565-5533（代） 

 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 

会社概要 www.deloitte.com/jp/tax 

税務サービス www.deloitte.com/jp/tax-services 

令和４年度税制改正トピックス  www.deloitte.com/jp/tax/tax-reform 
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